
　

（千円）

　歳入については、国や県の財政改革や制度の動向、翌年度の景気見通し等により判断します。

今後、国が発表する地方財政計画という地方財政見通しも重要な指標となります。財産収入や

繰越金、市債などのようにある程度見通しのたつものと、市税や各種交付金などのように景気

や経済動向に左右され、予測の困難なものとがありますが、できる限り実収入に近づけるよう

に見積もっています。

　２１年度の歳入の動向についてご説明いたしますと、まず、市の収入の中で最も根幹となる市

税（個人・法人市民税や固定資産税など）については、世界的な金融・経済情勢の悪化による景

気後退で企業業績や雇用状況が不安定により、前年度より減額を見込んでいます。また、地方譲

与税、各種交付金についても減額と見込んでいます。

　なお、左記の歳入の当初要求額については、２１年度予算を編成するために推計を行った額で

す。最終調整額では、市債や国・県支出金については、実施計画事業に充てる分を含め、事業費

の査定額を基に算定した額を計上しています。　　

　　合　　計 57,773,677 57,790,000

【予算編成作業の結果、平成２１年度の一般会計歳入歳出予算額（案）は５７７億９千万円となりました。】
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予算編成（一般会計）過程の公表について

の歳入見込みを勘案しつつ、各部・課から提出された予算要求書に計上されている事業の内容・事業額を精査し、実施事業などを決定していくもので、この間、内容によ

　予算編成作業は９月の予算編成方針策定から始まり、１１月～２月の約３ヶ月半の査定作業を経て３月議会の予算案としてとりまとめられます。査定作業とは、翌年度

事業に関する平成２１年度予算編成の過程を公表いたします。

残念ながら不採択となる事業や当初より縮小される事業も数多くあります。そこで当初は各課からどのような事業の要求があり、どのように事業費が推移したのか、主な

り、課長、部長、副市長、市長と段階を経て、繰り返し検討が重ねられていきます。この査定作業は、限られた歳入見込みの中で進められていくため、予算の都合により



（千円）

　歳出予算については、第一次経費（主に経常的な経費）と第二次経費（主に政策的な経費）とに分けて要求があります。第一次経費では各課で必要な消耗品や物品の

リース料など市の通常の業務に要する経費を、あらかじめ各部局に枠予算として配当し、各部内で配当額を自由に（各部内での優先順位に従って）予算化するものです。

予算には食糧費の単価など一定の基準がありますが、そうした基準に従っていて、かつ、配当額の範囲で収められた第一次経費については、部の考え方を尊重し、原則

としてそのまま予算を認めます。ただし、市長ほか理事者がヒアリングを行った結果、特に必要な経費が追加される場合もあります。上記の第一次経費は各部からの当

初要求額に対し、市長等理事者の意見を取り入れた最終調整額を掲載しています。

2,597,090

760,492

954,561

2,061,888

1,858,156

797,492

5,118,759

3,000

50,000

3,000 3,000

881,361

7,328,857

2,306,867

8,231,648

18,057,079

6,700,254

296,012

346,513

第一次・第二次経費最終額合計

　１月末現在最終調整額

414,280

8,055,370

50,000 50,000

17,269,114

4,638,366

5,087,288 5,133,553

29,839

4,855,021

89,352

99,818

266,880

120,869

6,378,661

2,595,169

950,196

214,257

79,633

760,492

5,636,4794,652,832

5,118,759

3,000

2,061,888

196,194

15,187,161

16,563,800

3,474,401

71,549

2,092,610

948,856

214,257 127,394

760,492

133,223

40,810

5,513,068

305,094305,094

1,852,885

796,679

1,855,685

787,965

305,094

　　合　　計

50,000

款の名称

教育費

公債費

災害復旧費

予備費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

196,675

80,473

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

16,124,306

2,943,608

61,590

104,634

第二次経費最終額

１２月末現在第一回調整額  １月末現在最終調整額

14,860,226

109,186

6,199,685

47,983,427

3,960,438

一般会計歳出（款別）

 当初要求額

2,059,327

196,675

120,473

214,257

2,570,891

第二次経費

57,790,0009,837,418 9,814,389 9,806,573 50,904,526 48,215,567

第二次経費

当初要求額

主な査定の経過（今回は理事者による最終調整後の額の公表です。）

第一次経費最終額

１月末現在最終調整額

第一次経費 第一次経費

１２月末現在第一回調整額


